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 わが国の公共工事の調達における受注者選定方法として， 1900 年以降，指名競争入
札が長らく用いられてきた．しかし，国際化による外国企業の参入問題や 1993 年のゼ













一方，90 年代後半以降，政府建設投資は減少し，2005 年にはピーク時（1996 年）の
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1941（昭和 16） 刑法第 69 条に競争入札の妨害、不正談合罪が追加 
1942（昭和 17） 会計法戦時特例．一般競争入札を原則とする規定は実質上停止 
1949（昭和 21） 日本国憲法の公布 
1950（昭和 22） 会計法が改正 予算決算及び会計令が公布（予定価格の根拠） 
1949（昭和 24） 建設業法が公布 












として，日米建設協議，ガット政府調達協定などの背景をもとに，1993 (平成 5) 年に
中央建設業審議会建議で，入札・契約方式改革の基本方針が打ち出され，具体策が示さ
れた． 













府県知事に対し，1997（平成 9）年 12 月 10 日付で「地方公共団体の公共工事に係る入
札・契約手続及びその運用の改善の推進について」を通知し要請を行った（図 2-1参照）．
また，1998（平成 10）年 2 月 4 日の中央建設業審議会建議「建設市場の構造変化に対
応した今後の建設業の目指すべき方向について」及び 3 月 31 日に閣議決定された「規
制緩和推進３か年計画」を踏まえ， 4 月 1 日付で「地方公共団体の公共工事に係る入
札・契約手続及びその運用の更なる改善の推進について」を通知し，その後，数回にわ
たり通知した． 
1999（平成 11）年 2 月 17 には，「予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みを
した者のうち、価格その他の条件が当該普通地方公共団体にとって最も有利なものをも
って申込みをした者を落札者とすることができるものとすること」を内容とした，「地
方自治法施行令の一部を改正する政令（平成 11 年政令第 25 号）」及び「地方自治法施
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地方自治法施行令の一部を改正する政令（平成 11 年政令第 25 号）及び地方
















 以上述べた背景の中，2000（平成 12）年 11 月 17 日に「公共工事の入札及び契約の
適正化の促進に関する法律（法律第百二十七号）」（以下，「入契法」という）が制定さ
れた（図 2-2 参照）． 
 入契法は，国から町村に至るまで全ての公共工事の発注者を対象としており，①透明




その後，2001（平成 13）年 2 月 15 日には，「公共工事の入札及び契約の適正化の促

















































































































まる１０）．2000（平成 12）年 3 月には，建設大臣と大蔵大臣の包括協議が整い，これを




となってくる中で，2005（平成 17）年 3 月には，公共工事の品質は「経済性に配慮し
つつ価格以外の多様な要素をも考慮し，価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がな
されること」（3 条 2 項）を基本理念の一つとする「公共工事の品質確保の促進に関す
る法律」が制定（2005 年 4 月施行）され，公共工事の品質確保のための主要な取り組
みとして総合評価の採用が推進された．  
  一方，地方自治体における総合評価入札方式に関しては，1999（平成 11）年 3 月の
地方自治法施行令の改正によって 167条の 10の 2が新設されて根拠規定が与えられた．








令 167 条の 10 の 2 第 1 項および 2 項において，①契約の性質又は目的から地方自治法













2014（平成 26）年 6 月 4 日，「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正














多様な入札契約制度の導入・活用の 3 点である．以下に概略を示す． 
ａ）目的と基本理念の追加 
目的（第 1 条）に，「公共工事の担い手の中長期的な育成及び確保の促進」が追加さ
れ，「現在及び将来」にわたる工事の品質確保に関して明記された（表 2-4 参照）． 
































































2006.5.23 公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針の改正  







2007.3.14 改正官製談合防止法の施行  
2007.3.30 地方公共団体における入札及び契約の適正化について 
2008.3.1 改正地方自治法施行令の施行 
2008.3.28 公共工事の品質確保の促進に関する関係省庁連絡会議申合せ  




2008.12.22 「公共工事の入札及び契約の適正化の推進について」通知  
2009.1.30 「公共工事における手続の迅速化等について」通知  
2009.4.3 「公共工事の入札及び契約手続の更なる改善等について」通知  
2009.4.3 学校耐震改修における手続の迅速化等について 
2009.5.15 最低制限価格制度及び低入札価格調査基準価格制度の適切な活用について 






2011.8.9 公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針の改正  
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を分析するとともに，2010（平成 22）年度に茨城県，栃木県，群馬県の北関東 3 県の
全地方自治体（以下，「H22 年度調査」という）２），2011（平成 23）年度に 47 広域自治
体（以下，「H23 年度調査」という）３），2012（平成 24）年度には「本格導入自治体」
（以下，「H24 年度調査」という）４）を対象に調査を実施した（資料編 8~10 参照）． 
(1)H22 年度調査について 
 表 3-1 に茨城，栃木，群馬の 3 広域自治体および基礎自治体（調査時，106 市町村）
を対象として行ったアンケート調査の実施概要および回収率を示す．配布および回収は
いずれも原則として郵送によった．回答時点は 2010 年 9 月 1 日現在である．なお，す
べての人口区分の自治体から回答が得られている（図 3-1 参照）． 
基礎自治体との比較のために北関東 3 県の広域自治体もアンケート調査の対象とし





 (2)H23 年度調査について 
 表 3-2に全広域自治体を対象として行ったアンケート調査の実施概要および回収率を










状況（2011 年 9 月現在）」の項目に対し，「本格導入」と回答した自治体を指す．また，
「試行導入自治体」とは，H24 年度調査において，「試行導入」と回答した自治体を指
す． 
アンケートの対象とした自治体は，「本格導入」の指定都市 9 自治体を含む 173 市区
町村，また，その比較として，本格導入自治体の少ない茨城，栃木，群馬の全 105 市町
村（内，5 市は本格導入），合計 273 市区町村である． 



















表 3-1  H22 年度調査実施概要およびアンケート回収率 
区 分 内 容 
アンケート対象 茨城・栃木・群馬の県事務所および全市町村 
調査方法 郵送調査法（一部，E-mail 回収） 
実施日 2010 年 11 月 
 合計 県 市 町 村 
県関連機関および自治体数 141 35 58 38 10 
回答数 85 23 38 20 4 




図 3-1 アンケート対象自治体の人口区分*および回答数(N=85） 
*2005 年国勢調査データを基に市町村合併を考慮して各自治体の人口を９段階に区分 
 
表 3-2  H23 年度調査実施概要およびアンケート回収率 
区 分 内 容 
アンケート対象 47 都道府県 
調査方法 郵送調査法（一部，E-mail 回収） 
実施日 2011 年 11 月 








表 3-3  H24 年度調査実施概要およびアンケート回収率 
区 分 内 容 
アンケート対象 273 市区町村（指定都市含む） 
調査方法 郵送調査法（一部，E-mail 回収） 
実施日 2012 年 11 月 















る工事総額は，2013 年度において 15 兆 6000 億円となっている．その内訳は，国や公
団・事業団等の国の機関で約 1/3 の 5 兆 6800 億円，広域自治体や基礎自治体，地方公
営企業といった機関で約 2/3 の 9 兆 9000 億円を受持っている．また，地方の機関の内，
基礎自治体から受注する工事額は約 4 兆 7000 億円を超え 5 割弱を占める．年度により




図 3-4 に市町村別に基礎自治体人口に対する土木費の状況を示す． 
 市の場合，約 4 億円～450 億円の範囲にあり，土木費平均額は，約 50 億円である．
人口規模（約 5 万人～60 万人）の違いにより大きく異なっている．また，例えば，同
じ人口 10 万人規模の基礎自治体であっても，土木費 40 億円の自治体もあれば，150 億
円を超える基礎自治体も存在している． 
 町の場合，土木費は約 38 億円～8 千万円の範囲にあり，平均約 8 億円である．村の
場合，土木費は約 23 億円～1 千万円の範囲にあり，平均約 3.5 億円である． 
以上のように同じ市・町・村，また，同じ人口規模の基礎自治体であっても，土木費
が 3 倍～5 倍程度異なる自治体もある． 
 図 3-5に全国の基礎自治体およびH22年度調査対象である北関東の基礎自治体におけ
る土木費別基礎自治体割合を示す． 










図 3-3 発注機関別請負契約割合 6） 




























































































図 3-5 土木費の予算別基礎自治体割合 
 




2億円未満 2～5億円未満 5～10億円未満 






2013（平成 25）年 9 月発表の「公共工事入札契約適正化法に基づく入札契約実施状
況調査（2012 年 9 月 1 日時点）」（以下，「入契法に基づく調査」という）の結果による
と，一般競争入札は，広域自治体および指定都市においては，すべての自治体において
導入されており，地方自治体の約 6 割で本格導入されている．基礎自治体においては，





価の導入率は，2010－2011 年度比 0.6％増，2011 年－2012 年度比 0.2％増と微増にとど
まっており，頭打ちの傾向を示している（図 3-6 参照）． 
前述のとおり，総合評価はすべての広域自治体および指定都市において，導入されて
いるが，広域自治体の約 4 割，指定都市の約 5 割および総合評価を導入した基礎自治体
の約 8 割において，総合評価の導入は試行的である．また，総合評価を導入している約
6 割の基礎自治体の総合評価実施件数は, 1～2 件程度に留まり，さらに，一度は実施
したものの，継続的な実施に至らない基礎自治体もある（図 3-7 参照）． 
 
3-4-1 北関東 3 県における基礎自治体の公共工事実施状況 
 北関東 3 県における基礎自治体において，2009（平成 21）年度に実施された指名競
争入札および一般競争入札の公共工事発注件数を図 3-8 に示す．町や村では最大で 81
件の入札が実施されている．その多くは指名競争入札によるものである．一般競争入札
の実施は 2009 年度 9 町で実施された．人口 20 万人未満の市では，入札実施件数のバラ
ツキは大きいが，人口区分ごとの平均値で比較すると，ほぼ同様な入札実施件数である．
ただし，人口規模 20 万人前後で入札実施件数が大きく異なっている． 
（1）指名競争入札の実施状況 
予算規模 40億円前後，人口規模 25万人未満の自治体の多くでは年間約 200～300件，












人口規模 1 万人以上の 26 市 7 町（北関東 3 県の基礎自治体の 53%)で特別簡易型によ
る入札が実施されている．実施件数は 24 の自治体で 1～2 件である．人口 10 万人未満
の自治体（グループⅠ）では 4 割，10 万人以上の自治体（グループⅡ，Ⅲ）ではすべ
ての自治体で実施（簡易型を含む）されている（図 3-9(c)参照）．試行段階の実態では




3-4-2 広域自治体の公共工事の発注状況  














治体中，24 広域自治体において総発注件数に占める総合評価発注件数は 2 割以下であ
り，一般競争入札による総発注件数に対し，総合評価発注件数割合が 9 割以上の広域自




番号は，図 3-10 の並びと同様である．図 3-11 より，回答のあった 38 広域自治体中 23
広域自治体において，特別簡易型を 7 割以上取り入れており，その占める割合は高く，





さらに，図 3-10，図 3-11 から，公共工事総発注件数に占める総合評価発注件数割合
と特別簡易型発注件数割合との関係を見たが，有意な相関は見出せなかった．ただし，
















行導入自治体は 5 割程度であった（図 3-12 参照）．なお，両者とも自治体規模が大きく
なるにしたがって，発注件数が多くなる．  
（2）総合評価による発注状況 
図 3-13 に総合評価により発注を行った件数の基礎自治体割合を示す． 
試行導入自治体の約 4 割，本格導入自治体の約 2 割において，2011 年度，総合評価
による発注は行われていない．また，4 割の試行導入自治体において，総合評価による
発注は 2 件以下である．反対に，本格導入自治体の 3 割は，11 件以上を総合評価によ






































図 3-16 に総合評価の適用基準に対する回答を示す． 
指定都市を含む本格導入自治体は，一定の価格以上の工事全てに対し，総合評価を適
用している割合が高い．また，6 割以上の自治体は，価格基準を設定している． 












図 3-6 地方自治体における総合評価導入状況 1） 
 
 







































































max 32 30 25 41 81 258 301 328 305 650 822
min 39 30 81 122 45 77 48 106 391 450



































37 市 11 町（77%） 
 
(c)総合評価方式による入札実施状況 26 市 7 町（53%) 
 












指名競争入札 一般競争入札 総合評価方式 
min.   ave.   max. min.   ave.   max. min.   ave.   max. 
町
村 
5千人未満 32  ～ 36.8  ～ 39  0  ～ 0.0  ～ 0  0  ～ 0.0  ～ 0  
5千～1万人未満 30  ～ 30.0  ～ 30  0  ～ 0.0  ～ 0  0  ～ 0.0  ～ 0  
1～2万人未満 25  ～ 45.4  ～ 71  7  ～ 8.5  ～ 10  1  ～ 1.0  ～ 1  
2～5 万人未満 11  ～ 77.6  ～ 119  1  ～ 7.4  ～ 30  1  ～ 1.3  ～ 3  
市 
2～5 万人未満 24  ～ 103.9  ～ 248  2  ～ 27.1  ～ 54  1  ～ 2.8  ～ 5  
5～10 万人未満 4  ～ 119.4  ～ 270  1  ～ 56.6  ～ 104  1  ～ 1.9  ～ 3  
10～15 万人未満 42  ～ 134.7  ～ 265  4  ～ 79.0  ～ 193  1  ～ 2.5  ～ 6  
15～20 万人未満  113  ～ 139.7  ～ 175  47  ～ 84.3  ～ 130  1  ～ 3.0  ～ 7  
20～25 万人未満 135  ～ 214.3  ～ 368  53  ～ 273.0  ～ 510  1  ～ 5.0  ～ 9  
25万人以上 385  ～ 572.0  ～ 759  63  ～ 64.0  ～ 65  10  ～ 21.0  ～ 32  



















































































図 3-12 一般競争入札による発注件数別の基礎自治体割合 
 
 




















































































図 3-15 総合評価の試行期間における導入効果（複数回答） 












































































































 人口 15 万人程度の自治体では，入札契約にかかわる事務職と技術職の平均値の合計
は 6 名ほどであるが，実施に際して主として担当する職員は 1～2 名程度である．さら
に，担当している職員も専ら入札に関する業務を行っているわけではなく，総合評価方
式を導入する以前から行っていた業務の合間を縫って入札説明書等の書類を作成して











第三者委員会を独自に設置している自治体もあるが，品確法第 15 条 3 に基づき多く
の市町村では県と合同して行っている． 


































































0 20 40 60 80 100
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変わらない 1～2割 3～4割 
5割 6～7 8～9割 
2倍以上 未実施または不明 




























































































































































図 3-21 広域自治体による基礎自治体への支援状況 
 
 



































































図 3-25 総合評価導入の受け止め方について 
 
 

























































図 3-27 第三者委員会を独自に設置できる自治体規模 



































































































共団体定員管理調査結果 1)によると，土木部門の職員が 10 人以下である自治体が 646，











は，市では，1,700 人，町では平均 125 人，また，村では 40 人（職員数 200 人以上の 1
村を除く）となっている． 
（1）部門別配置割合 
土木部門職員数は，人口規模 25 万人以上の自治体の場合，多いところでは約 500 人，
平均で 320 人程度である．町では平均 13 人，村では 3 人程度（職員数 200 人以上の１
村を除く）となっている（図 4-1 参照）．また，図 4-2 に一般行政職員に対する総務一
般部門（入札契約の担当課を含む）および土木部門の職員配置の割合を示す．図 4-2 は，
自治体規模が小さくなるにしたがって，総務一般部門の割合が高くなり，土木部門は減
少する傾向を示す．しかし，人口規模 5 万人から 10 万人にかけて，両部門の配置は同
程度となり，20 万人を超えるあたりから両部門の関係が逆転していることがわかる． 
（2）職種別配置割合 
市の内，人口規模 20 万人前後の自治体では，人口 1,000 人当たりの土木・建築技師
数は，0.3 人以上となっているが，それ以下の自治体規模では 0.2 人に満たない．特に，










図 4-1 北関北関東３県の基礎自治体の部門別配置割合 


























2 ～5 万人未満 
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5 ～10 万人未満 
10 ～15 万人未満 
15 ～20 万人未満 

















図 4-2 一般行政職員に対する総務一般部門および土木部門の職員配置割合 
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2万人未満 
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15 万以上20 万人未満 

























 図 4-5 に自治体の人口と一般行政職員数に対する土木部門職員数割合の関係を示す．
自治体の人口が増加するに従い，土木部門の職員割合が比例的に増加するグループ（図
4-6 中，A），人口 5,000 人以下の小規模な自治体において，土木部門職員の割合が高い
グループ（図 4-6 中，B）の 2 グループの存在を確認できた． 
グループ B は，本格導入自治体の割合が高く，一般行政職員数に対する土木部門職員
数の割合が 1 割前後に分布している． 
（2）土木・建築技師の配置割合の比較 
人口規模 15 万人以上の自治体において，本格導入自治体，試行導入自治体とも人口
千人当たりの土木・建築技師数は 0.4 程度と同様である．しかし，人口 15 万人未満の
自治体において，試行導入自治体に比べ本格導入自治体の土木・建築技師数の配置割合
は高い（図 4-6 参照）． 
データの集計上小規模な自治体ほど，技師 1 名の有無により，人口千人当たりの土
木・建築技師数の値に大きな影響を与えてしまうが，土木・建築技師のいない自治体は，

















人以上の広域自治体 63％に対し，170 万人以上 500 万人未満 80％，170 万人未満 83％
となっており，人口規模の小さな広域自治体ほどその比率は高くなっている（図 4-7 参
照）． 
図 4-9 に 2005（平成 17）年度を 100％とした，1 地方自治体あたりの土木・建築技師
の変化を示す．ただし，平成 23 年度データにおいて，東日本大震災の影響により，岩
手県内 2 市町（陸前高田市，大槌町），福島県 9 町村（楢葉町，富岡町，川内村，大熊
町，双葉町，浪江町，葛尾村，広野町，飯舘村）の数値は計上されていない．図 4-8 に
示すとおり，特別区および 2010（平成 22）年度，2011（平成 23 年）度において技師数
に 10 名前後の変化があった 2 村を除く自治体のグループは減少傾向にあり，市，町に
比べ広域自治体は減少率が高く，対 2005（平成 17）年度比で 2011（平成 23）年度には
86％に減少している． 
広域自治体全体の土木・建築技師は 2011（平成 23）年度現在 28,914 名が在籍してい
る．単純計算すると，1 広域自治体あたり 615 名となる．減少率が最も高い指定都市で































































































































































































































三回の合併で，市町村数は 1888（明治 21）年末で 71,314 市町村であったものが，1889
（明治 22）年末には 15,820 市町村，1961（昭和 36）年 6 月には 3,472 市町村，2010（平
成 23）年 6 月には 1,727 市町村と減少した． 





年の国勢調査の結果によると 1708 基礎自治体の内，約 7 割の 1193 基礎自治体は地方自
治法第８条１項において市となるべき人口要件として定められている 5 万人に満たな
い．その内，約 4 割の 482 基礎自治体は，人口１万未満の小規模な自治体である． 
総務省の資料５）によると，「平成の大合併」の効果の一つとして，「専門職員の配置












示すとおり，第 252 条の 2「協議会」，第 252 条の 7「機関等の共同設置」，第 252 条の
14「事務委託」，第 252 条の 17「職員の派遣」といった自治体間で相互に事務やその執
行のための職員を融通し合う方式と地方自治法第 286 条「一部事務組合」，第 291 条の
2「広域連合」といった新しい団体や組織を共同で設置し，これにより事務を共同処理
する方式がある． 































b. 機関等の共同設置（図 4-11 参照） 













































図 4-13 に共同処理の方式別割合を示す．2012（平成 24）年 7 月 1 日現在，共同処理
している総件数 7,921 件であり，関係団体は延べ 20,827 団体となっている．処理の方式
別では，「事務の委託」が 5,668 件で最も多く全体の 7 割を占め，「一部事務組合」の 1,546
件，「機関等の共同設置」の 400 件となっている．  
表 4-1 に共同処理別構成団体の状況を示す．この調査によると，市町村相互間による
ものが 6,090 件（全体の 76.9％），そのうち共同処理方式別では事務の委託が 3,896 件
（64.0％），一部事務組合が 1,507 件（24.7％）となっている． 
都道府県と市町村相互間で共同処理を行っているものは 1,805 件（全体の 22.8％）と
なっている．そのうち共同処理方式別では事務の委託が 1,749 件（96.9％）となってい
る． 























図 4-10 協議会のイメージ 11） 
 
 
図 4-11 機関等の共同設置のイメージ 11） 
 
 













































































て回答を得た．なお，回答は 112 自治体（本格導入 44，試行導入 53，未導入 15）であ
る． 
本格導入，試行導入および未導入自治体において，ほぼ同様な傾向であった． 
懸念される上位 4 項目は，「b. 単独で行うよりも事務処理に時間がかかる」が 55 自
治体，「c. 財政負担の軽減を図ることができるか不明」が 37 自治体，「a.緊急時の災害



























図 4-14 市町村合併が公共工事調達に与える影響(n=56) 
 
































































a.計画 b.設計・積算 c.入札・契約 










































































計の単純な平均値は，市 216 件，町 61 件，村 38 件である（表 4-2 参照）． 
この平均値と北関東の基礎自治体数をもとに，北関東１市町村における発注工事の平
均件数を求めた．その結果は 144 件となった．なお，北関東の基礎自治体数は，H23 年
度調査時点で，58 市 38 町 10 村である． 
表 4-3 に示すとおり，国土交通省によるアンケート調査結果１４）では，1 市区町村あた
りの発注工事件数は，関東ブロックで 106 件，全国平均は 158 件であり，本研究により
求められた 144 件は，全国平均と大きな乖離はない． 
（2）広域自治体における総合評価発注工事の平均件数 























な総合評価件数を推計した．グループⅠを基準とした場合，市 69 件，町 19 件，村 12
件，グループⅡを基準とした場合，市 15 件，町 4 件，村 3 件となった． 
グループⅡを基準とした場合の市 15 件と「公共工事入札契約適正化法に基づく平成
23 年度の入札契約実施状況調査結果」で示された，平成 22 年度に総合評価を実施した









表 4-2 2008，2009 年度，北関東 3 県の基礎自治体における平均工事発注件 
 
入札方式 自治体種別 2008 年度 2009 年度 
 市 71.9 76.2 
一般競争入札 町 3.0 5.3 
 村 0.0 0.0 
指名競争入札 
市 131.6 153.2 
町 52.4 60.8 
村 35.0 40.3 
合 計 
市 203.5 229.4 
町 55.4 66.1 












北海道 69.1 30.9 100.0 
東北 95.3 38.7 134.0 
関東 70.4 35.2 105.6 
北陸 238.5 90.0 328.5 
中部 151.9 67.8 219.7 
近畿 103.1 41.2 144.3 
四国 124.5 39.9 164.4 
中国 203.1 49.7 252.8 
九州 154.6 59.2 213.8 
沖縄 20.2 29.9 50.1 


















































タ）（2011 年）」１６），「平成 24 年経済センサス－活動調査」１７），「平成 22 年度国勢調
査」１８）のデータを基に，2008～2010 年度の総合評価実施状況および H23 年度調査，
H24 年度調査の分析から，技術審査を伴う総合評価導入のため基礎自治体における広域
連携の可能性を検討する目安として，総合評価実施件数 15 件以上の基礎自治体（60 自
治体）および 15 件未満の基礎自治体（1032 自治体），総合評価未導入基礎自治体（645
自治体）の 3 グループに分け以下の比較を行った． 
（1）基礎自治体人口規模と土木部門職員数および建設企業数との関係 
自治体の人口と土木部門職員の関係において，総合評価を 15 件以上実施している自
治体の人口規模は，約 4000 人から 70 万人までと広範囲にわたっており，人口規模と総
合評価実施状況による明らかな違いは見られない（図 4-19 参照）．ただし，総合評価を
15 件以上実施している自治体の約 6 割は，人口 15 万人以上の自治体である．筆者らの
調査によると，基礎自治体における技師の配置割合は，人口 15 万人前後において明ら
かな違いが見られた． 
従来，行政や財政的に最も効率が良いとされている自治体の人口規模は 10 万~20 万人
と言われている１２），１３）．そこで，技術審査を伴う総合評価の実施可能な自治体人口規
模の目安を 15 万人とする．図に示す近似式により自治体平均人口に対する土木部門職
員数を算出した結果は約 120 人である． 
また，公共事業の担い手である地元建設企業数との関係において，同規模自治体と比
較すると，総合評価を 15 件以上実施している自治体における建設企業の数は高めであ
























参照）．その結果，北関東全基礎自治体の建設企業数の約 9 割，投資的経費の約 7 割，
土木部門職員の約 8 割を超える規模の連携自治体の形成が可能となった．ただし，所管















図 4-21 地元建設企業数と投資的経費の関係 
 
y = 0.0007x + 14.175 


















y = 0.0029x + 137.9 

















y = 0.1138x + 16.329 






































































































































































（平成 24 年 7 月 1 日現在）」 
13）藤島博英，簗瀬範彦，森本章倫：総合評価実施における近隣自治体の広域連携の可




15）総務省：平成 23 年度市町村別決算状況調 
16）総務省：地方公共団体定員管理関係（2011 年） 
17）総務省：平成 24 年経済センサス‐活動調査（速報），2013.1.29  



























少なくとも 10 万～20 万人と言われているが，このような合併を推進した結果，人口規
模の小さな村同士の合併もあり，合併後も人口規模が小さい市も多く存在しており，合
併を選択しなかった小規模自治体もある．このような小規模自治体においても，地域総










































































































































































































年 12 月 10 日付）1） 
2. 地方自治法施行令の一部を改正する政令の施行について（通知）（平成 11 年 2 月 17 日付）1） 
3. 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(平成 12 年 11 月 27 日)2） 
4. 公共工事に係る入札及び契約の適正化について（平成 14 年 5 月 14 日付）3） 
5. 公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17 年 3 月 31 日法律第 18 号）2） 
6. 地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知）（平成 23 年 5 月 2 日付）4） 
7. 地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知）（平成 26 年 5 月 30 日付）5） 
8. 地方自治法の一部を改正する法律案の概要（平成 25 年 6 月 25 日）6） 
9. 「地方自治体における総合評価方式による入札制度に関するアンケート」（H22 年度調査） 
10. 「地方自治体における総合評価方式の運用実態に関するアンケート」（H23 年度調査） 
11. 「基礎自治体における総合評価方式による入札実施状況に関するアンケート」（H24年度調査） 
 
建設省経入企発第 23 号  
自 治 行 第 １０５号 
平 成 ９年 12 月 10 日 
各都道府県知事 殿 
建設省建設経済局長 
自治省 行 政 局 長 
   
地方公共団体の公共工事に係る入札・契約手続及びその運用の改善の推進につ
いて 
   
 建設省及び自治省においては、平成５年 12 月 21 日の中央建設業審議会建議




















                     
記 
１ 適切な入札方式の採用  
 入札方式については、工事の規模、執行体制等を踏まえつつ、一般競争入札、
公募型指名競争入札又は工事希望型指名競争入札等を適切に採用すること。 
 なお、一般競争入札については、平成６年１月 18 日に閣議了解した「公共事
業の入札・契約手続の改善に関する行動計画」に基づき、都道府県及び指定都







   
















   






   











































































































































































































































































































































   
   
各都道府県知事  殿  
   
   
   
総務省自治行政局長  
   
   
   
国土交通省総合政策局長  
   
   
   
   
公共工事に係る入札及び契約の適正化について  
   






















   
 また、各都道府県におかれましては、本通知の趣旨を貴管内の市町村に周知徹底
くださるようお願いします。  
   
記  
   
1．入札契約適正化法により、全ての公共工事の発注者について、例外なく次の事項
が義務付けられていることから、その遵守を徹底すること。  
(1) 透明性の確保  




   





   
 (3) 適正な施工の確保  
① 一括下請負(丸投げ)の全面禁止  
② 発注者による施工体制状況の点検等  
   













   





   
 (2) 公正な競争の促進  
① 一般競争入札等の適切な実施、ＶＥ方式・総合評価方式の活用、入札金額内訳
書の提出の推進、歩切りの厳禁等入札及び契約の方法の改善  
② 入札及び契約に係る苦情処理システムの整備等  
   
 (3) 談合その他の不正行為の排除の徹底  
① 談合情報対応要領の策定・公表等談合情報への適切な対応  
② ペナルティの厳正な運用等  
   
 (4) 適正な施工の確保  
① 工事成績評定による受注者の適正な選定等工事の施工状況の評価  
② 不採算工事の受注強制の厳禁及び入札辞退の自由の確保、低入札価格調査
制度を実施するための審査体制の整備等によるダンピング受注の防止  
③ 監督・検査を通じた施工体制の把握の徹底等  
   
 (5) その他入札契約の適正化の促進  
① 建設業法に基づく処分・公表の厳正な実施、発注者支援データベースや立入点
検等を通じた監理技術者の現場専任の確認等不良・不適格業者の排除  
② 電子入札システムの導入等入札及び契約のＩＴ化の推進等  
   
 (6) 発注に係る業務執行体制の整備等  
   































































































































































総行行第  ８７  号 
総行住第  ５１  号 




 各 都 道 府 県 知 事   
 各都道府県議会議長 
 各 指 定 都 市 市 長 
 各指定都市議会議長   
 
 
総  務  大  臣 










































  ２ 総合区制度 









   (2) 総合区の事務所又はその出張所の位置、名称及び所管区域並びに総合区の事
務所が分掌する事務は、条例でこれを定めなければならないものとされたこと。
（法第２５２条の２０の２第２項関係） 
   (3) 総合区にその事務所の長として総合区長を置くものとし、総合区長は、市長
が議会の同意を得てこれを選任するものとされたこと。（法第２５２条の２０
の２第３項及び第４項関係） 
   (4) 総合区長の任期は、４年とするものとされたこと。ただし、市長は、任期中
においてもこれを解職することができるものとされたこと。（法第２５２条の
２０の２第５項関係） 









      イ 総合区の区域に住所を有する者相互間の交流を促進するための事務（法律
若しくはこれに基づく政令又は条例により市長が執行することとされたもの
を除く。） 
      ウ 社会福祉及び保健衛生に関する事務のうち総合区の区域に住所を有する者
に対して直接提供される役務に関する事務（法律若しくはこれに基づく政令
又は条例により市長が執行することとされたものを除く。） 
      エ アからウまでに掲げるもののほか、主として総合区の区域内に関する事務
で条例で定めるもの 




   (7) 総合区長は、歳入歳出予算のうち総合区長が執行する事務に係る部分に関し
必要があると認めるときは、市長に対し意見を述べることができるものとされ
たこと。（法第２５２条の２０の２第１０項関係） 
   (8) 総合区の区域内において選挙権を有する者は、その代表者から、市長に対し、
総合区長の解職の請求をすることができるものとされたこと。（法第８６条第
１項関係） 







  １  指定都市都道府県調整会議 



































  ２ 指定都市と包括都道府県の間の協議に係る勧告 


























  ３ 指定都市都道府県勧告調整委員 
   (1) 指定都市都道府県勧告調整委員は、２の(2)による総務大臣からの意見の求
めに応じ、総務大臣に対し、勧告の求めがあった事項に関して意見を述べるも
のとされたこと。（法第２５２条の２１の４第１項関係） 





  １ 中核市の指定の要件を人口２０万以上とするものとされたこと。（法第２５２
条の２２第１項関係） 

















  １ 連携協約制度 












































  ２ 事務の代替執行制度 




























































































ｲ.栃木県  ﾛ. 群馬県  ﾊ. 茨城県   1. 市 2. 町 3. 村   4.本庁および県土木事務所 
a. 5 千人未満 b. 5 千人以上 1 万人未満 c. 1 万人以上 2 万人未満 
d. 2 万人以上 5 万人未満 e. 5 万人以上 10 万人未満 f. 10 万人以上 15 万人未満 
g. 15 万人以上 20 万人未満  h. 20 万人以上 25 万人未満 i. 25 万人以上（約    人）
（２）管理される道路・河川について当てはまる数字（概数可）を記入下さい。【県本庁はご記入不要です】 
a.路線数（     ） 延長 （     km）  b.河川数（     ） 延長 （     km） 
（３）一般行政職の職員数について該当する記号を○印で囲んで下さい。【県本庁の場合、本庁職員のみ】 
a. 50 人未満 b. 50～99 人 c. 100～199 人 d. 200～499 人 
e. 500～999 人  f. 1,000～1,499 人 g. 1,500～1,999 人 h. 2,000 人以上（約    人）
（４）上記（３）の一般行政職の職員の内、技術職員は何名ですか。該当する記号を○印で囲んで下さい。 
a. 0 人 b. 1～4 人 c. 5～9 人 d. 10～14 人 e. 14～19 人 f. 20～29 人 
g. 30～39 人 h. 40～49 人 i. 50～99 人 j. 100～149 人 k. 150～199 人 l. 200 人以上 
（約    人）
（５）平成 22 年度の公共工事費の予算額について該当する記号を○印で囲んで下さい。 
a. 2 億円未満 b. 2～5 億円未満 c. 5～10 億円未満 d. 10～20 億円未満 
e. 20～40 億円未満 f.40～60 億円未満 g. 60～80 億円未満 h. 80～100 億円未満 





a.契約担当課 事務職   人・技術職   人  b.工事担当課 事務職    人・技術職   人
上記工事担当課の数      課
c.その他の課 事務職   人・技術職   人（課名：                   ） 
（２）現在実施している入札形式の項目を○印で囲んで下さい。（試行も含む） 
a.一般競争入札     b.条件付き一般競争入札  c.事後審査型条件付き一般競争入札 
d.その他の一般競争入札（                      ） 
e.従来型指名競争入札  f.公募型指名競争入札   g.工事希望型指名競争入札 
h.その他の指名競争入札（                      ） i.随意契約 
（３）平成 22 年度の各入札方式による発注標準基準金額（万円）をご記入ください。また、平成 19 年度か
ら 21 年度の間に金額の変更があった場合、適用年度およびその前年度の金額をご記入ください。 
 平成 22 年度 適用年度（その前年度の金額は） 
一般競争入札 万円以上  
条件付き一般競争入札   
事後審査型条件付き一般競争入札   
従来型指名競争入札   
公募型・工事希望型指名競争入札   












 建設工事 業務委託 建設工事 業務委託 建設工事 業務委託
平成 20 年度 件 件 件 件 件 件
平成 21 年度 件 件 件 件 件 件
平成 22 年度 件 件 件 件 件 件
（５）平成 21 年度の各入札方式による平均参加者・平均指名業者数をお答えください。 
一般競争入札（事前・事後条件付き含む） 指名競争入札（他形式含む） 




a.変わらない b.1～2 割 c.3～4 割 d.5 割 e. 6～7 f. 8～9 割 f.2 倍以上 g.その他（   ）
（７）それぞれの入札一件当たり入札契約担当者は何人で作業しますか。また、実質の作業時間をお答えく
ださい。 
指名競争入札 a.     人  b.約     日間 
一般競争入札 a.     人  b.約     日間 
 




a. 技術的な工夫の余地が小さい工事には必要ない b. ある程度は取り入れる必要がある 
c. 上記 a.の工事でも、工種によっては必要である d. どちらともいえない 
e. すべての工事に総合評価を取り入れる必要がある f. 総合評価自体、導入の必要はない 
g. 評価の仕組みを変える必要がある h. わからない 






a.実施している      b. 実施していない
   ↓             ↓ 








      年度 （ 導入 ・ 試行 ）
（２）実施している総合評価方式の形式を、下記の国の分類に合わせて該当する記号を○印で囲んで下さい。 






（４）上記（３）の入札方式での入札件数および平成 21 年度の平均入札参加者をご記入ください。 
 入札実施件数（平成 22 年度は９月末でお答えください） 平成 21 年度平均入札参加者数 
年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 貴行政区域内 区域外 
a.      
b.      
c.      
（５）上記（３）の入札方式での発注標準基準金額についてお答えください。また、工種等その他の基準が
ある場合、簡単で結構ですのでご記入ください。 
 発注標準基準金額 工種等その他の基準 
a. なし・    万円以上 なし・ある（                     ）
b. なし・    万円以上 なし・ある（                     ）




a.契約担当課 事務職   人・技術職   人  b.工事担当課 事務職    人・技術職   人
c.その他の課 事務職   人・技術職   人（課名：                   ） 
（２）総合評価方式を実施するため、職員を増員しましたか。 
a. 増員した    人   b.変わらない  c. 減少した 
↓増員した人数に OB など嘱託職員は含まれていますか。 
1.含まない   2.含む 
（３）総合評価方式を実施したことにより残業等の時間が増えましたか。数字（概数可）を記入下さい。 
a. 増えた（     時間）  b.変わらない  c. 減った 
（４）技術提案（評価資料）の評価・監督・検査等において外部機関を利用していますか。 
 a. 利用している   b.利用できる外部機関はない  c.内部職員で対応 
↓ a.利用している場合、その利用形態を下記よりお選びください 
1.近隣の市町村と共同で第三者委員会を設置・開催    2.県の総合評価審査委員会等を活用






庁内内部の会議    a.回数    回  b.委員数 内部    人 
第３者を含める会議  a.回数    回  b.委員数 内部    人  外部     人 
（６）総合評価方式による入札は次のような手順で行われると思いますが、事務量が増大となり負担となる
項目はありますか。各項目に対し 5段階で評価してください。 











① どの工事に総合評価方式を採用するか方針決定 5 4 3 2 1 
② 入札説明書、評価方法の原案作成 5 4 3 2 1 
③ 第三者である学識者に、総合評価採用の適否や評価方法の適正性
について意見聴取。 5 4 3 2 1 
④ 契約審査委員会において、学識者の意見を踏まえた上で総合評価
方式採用及び評価方法について最終決定 5 4 3 2 1 
⑤ 総合評価による一般競争入札であれば公告。総合評価による指名
競争入札であれば指名通知 5 4 3 2 1 
⑥ 入札参加資格を確認する書類の受理および審査 5 4 3 2 1 
⑦ 参加事業者の評価に必要な資料等の受理 5 4 3 2 1 
⑧ 質問書に対する回答 5 4 3 2 1 
⑨ 入札及び事前審査または事後審査を実施 5 4 3 2 1 
⑩ 低入札価格調査制度の実施 5 4 3 2 1 
⑪ 学識経験者の意見聴取 5 4 3 2 1 
⑫ 落札者（契約相手）の最終決定・通知・公表 5 4 3 2 1 
（７）原案作成および評価資料の審査に関して下記の質問事項にお答えください。 













何人くらい必要でしたか      人      人      人 












何人くらい必要でしたか      人      人      人 
一件の入札に関して、どのくらいの日数を
費やしましたか 約   日間 約   日間 約   日間 
（８）従来の指名競争入札に比べて、入札契約担当者はどの程度事務量が増加しましたか。割合をお答えく
ださい。また、入札一件当たり何人で作業しますか。その実質作業時間をお答えください。 
事務量の増加量 a.変わらない b.1～2 割 c.3～4 割 d.5 割 e. 6～7 f. 8～9 割 f.2 倍以上








特別簡易型の場合 a.すべて行える b.1～2 割 c.3～4割 d.5 割 e. 6～7 f. 8～9 割 g.できない
簡易型の場合 a.すべて行える b.1～2 割 c.3～4割 d.5 割 e. 6～7 f. 8～9 割 g.できない





b.工事規模 ｲ.250 万円以上  ﾛ.500 万円以上  ﾊ.750 万円以上  ﾆ.1000 万以上 ﾎ.2000 万以上 
 ﾍ.2500 万円以上 ﾄ.3000 万円以上 ﾁ.6000 万円以上 ﾘ.1 億以上 ﾇ.その他（     ）
c.工 種 1.土木 2.建築 3.舗装工事 4. 鋼構造物工事 5.管工事 6.電気工事 7.その他 
d.工事規模と工種（上記 b.c.の記号番号をご記入ください。                   ）







d.総合評価方式（標準型）を増やす i. その他 













した（例えば、工事成績評定の点数が上がった） 5 4 3 2 1 
b.工事周辺の住民や利用者にできるだけ迷惑をかけなくする（苦情が減
った） 5 4 3 2 1 
c.価格と品質という２つの基準により業者を選定することから、談合防
止に一定の効果があった。 5 4 3 2 1 
d 必要な技術力を有する建設業者が競争に参加することにより、ダンピ
ングの防止、不良・不適格業者が排除された。 5 4 3 2 1 
e.技術力向上に対する意欲を高めることにより、建設業者の育成に貢献
している 5 4 3 2 1 
 
 









問 10 現在、総合評価方式の導入に関して、検討を行っていますか？  
 a.行っている→ 問 11 へ    b.行っていない→ 問 12 へ 
 
問 11 総合評価方式に関する導入検討内容に関してお聞きいたします。 
（１）実施予定年度はいつですか。 
a.平成 22 年度中  b.平成 23 年度  c.平成 24 年度  d.わからない 
（２）検討を行っている総合評価方式はどの型式となりますか。該当する記号を○印で囲んで下さい。 
a.特別簡易型（市区町村向け簡易型） b.簡易型 c.標準型 d.高度技術提案型 e.その他（       ）
（３）総合評価方式による入札の組み合わせは、どのような組み合わせですか。また、発注標準基準金額を
ご記入ください。 
 例：事後審査型制限付き一般競争入札（a.特別簡易型） 発注標準基準金額（万円以上） 
a.  1. なし 2.ある（     万）
b.  1. なし 2.ある（     万）
c.  1. なし 2.ある（     万）
（３）総合評価方式の導入に関して職員の増員を考えていますか 
a.考えている（    人）  b.考えていない c.増員したいができない（希望増員数    人） 
↓増員を考えている場合、OB など嘱託職員の採用は考えていますか。 
1.考えている   2.考えていない 
（４）現在の職員で総合評価方式を実施した場合、一人当たりどの程度の事務量増加となると思いますか 
a.変わらない b.1～2 割 c.3～4 割 d.5 割 e.6～9 割 f.2 倍 g.その他（         ） 
（５）技術提案の評価・監督・検査等において外部機関の利用を考えていますか 
a. 考えている    b.考えていない 
     ↓a.考えている場合、以下の利用形態のうち、該当する記号を○印で囲んで下さい。 
1.近隣の市町村と共同で第三者委員会を設置・開催   2.県の総合評価審査委員会等を活用 
3.その他（                               ） 
（６）総合評価方式による入札の対象となる工事は、１年間で何件程度見込んでいますか。 
a.わからない b.1～2 件 c.3～5 件 d.6～10 件 e.その他（      ） 
 










a.発注件数        件   b.発注総額        億円 
 
（２）上記（１）の内，一般競争入札による実施状況をお教えください． 
a.発注件数        件   b.発注総額        億円 
c.不調によるもの       件 d.不落によるもの        件 




a.単独事業費  件数割合     ％  金額割合     ％ 
b.国庫補助費  件数割合     ％  金額割合     ％ 
 
（４）上記（１）の内，総合評価方式による実施状況をお教えください． 
a.発注件数     件  b.発注総額     億円  c.逆転落札※1件数     件 
d.上記a.の内，特別簡易型※2を使用したもの      件 






a.単独事業費  件数割合     ％  金額割合     ％ 






b.入札方式（ｲ.一般競争入札 ﾛ.総合評価方式による入札 ﾊ.その他の入札方式） 
c.予定価格     万円以上～      万円未満 
d.その他（     ） 
2）最低制限価格制度の対象となる入札型式および工事の予定価格をお教えください． 
a.設定なし 
b.入札型式（ｲ.一般競争入札 ﾛ.総合評価方式による入札 ﾊ.その他の入札型式） 
c.予定価格     万円以上～      万円未満 







b.学識委員（学識経験者※）と行政委員（都道府県所属職員）で構成（行政委員数   人） 




する項目を○印で囲んで下さい．なお，空白部分（  ）には具体的な数値をご記入ください． 
a.  名以上で組織  d.  名以内の委員，  名以内の専門委員で組織 
b.  名以内で組織  e.構成人数は具体的に示されていない 




a.必要と認めたとき開催  d.原則として年△△回開催 
b.原則として年２回開催  e.開催数に関して具体的に示されていない 







a.いる      名  b.いない 
 所属または所在地 所属または所在地 
a.弁護士   
b.公認会計士   
c.税理士   
d.大学の教授等（土木・建築系）   
e.大学の教授等（上記以外）   
f.大学以外の教育機関（土木・建築系）   
g.大学以外の教育機関（上記以外）   
h.行政機関（国）   
i.行政機関（県）   
j.都道府県外郭団体1   
k.都道府県外郭団体2   
















m.その他（                                   ） 
 
（７）総合評価審査委員会等の設置方法について，該当する項目を○印で囲んで下さい． 





































































 b.会議等の場を設置しているが，運用上，個別に審議する方式（持ち回り会議）を採用．  
 c.会議等の場を設置しないで，個別に審議する方式 
 




 b.会議等の場を設置しているが，運用上，個別に審議する方式（持ち回り会議）を採用．  
 c.会議等の場を設置しないで，個別に審議する方式 
 





 b.会議等の場を設置しているが，運用上，個別に審議する方式（持ち回り会議）を採用．  
 c.会議等の場を設置しないで，個別に審議する方式 
 
実施回数     /年， 審査件数     /１回あたり（地域ブロックあたり） 
 
（11）持ち回り会議や個別に審査する方式を実施している場合，以下の問いにお答えください． 
  １） 学識経験者への意見聴取方法はどのように行っていますか． 
a.学識経験者のもとを訪問し意見を聴取 
b.電話や Eメール等を活用して文書により意見を聴取 























a.部課名               b.事務職    人・技術職   人 
 
（２）総合評価方式実施に関する市区町村への支援を目的とした要綱等はありますか． 
a.ある（当該要領等の名称：        ）→（３）へ 
b.他の要領等で示している．  







































  a.市区町村数        b.受入れ数    名 
２）「l. 都道府県発注工事を対象に，工事検査や成績評定に関して市区町村職員が臨場」 










 a.本庁で一括受付 b.総合評価審査委員会等が設置してある土木事務所等の出先機関 



























  a.全体的に見受けられる b.目につく市区がある c.ほとんど見受けられない d.不明 
②くじ引きにより落札者が決定したもの 
  a.全体的に見受けられる b.目につく市区がある c.ほとんど見受けられない d.不明 
 ２）町村の場合 
①不調・不落により入札が成立しないもの 
  a.全体的に見受けられる b.目につく町村がある c.ほとんど見受けられない d.不明 
②くじ引きにより落札者が決定したもの 






a. 都道府県庁所在地（人口規模関係なく） e. a.以外の人口10万人以上 
b. a.以外の人口50万人以上  f. すべての市や区 
c. a.以外の人口30万人以上  g. 市区町村規模には関係ない 






a.積極的な首長が多い  b.どちらともいえない  c. 積極的な首長が少ない 
②町村長に関して 




a.積極的な市区が多い  b.どちらともいえない  c. 積極的な市区が少ない 
②町村に関して 
a.積極的な町村が多い  b.どちらともいえない  c. 積極的な町村が少ない 
 
３）市区町村訪問時にどのような意見や依頼が多かったですか． 
 a.事務量等の増大に関して  e.発注業務の支援に関して 
 b.技術系職員の不足に関して  f.設計・積算業務の支援に関して 
  c.市区町村内の業者の育成に関して g.監督・検査業務の支援に関して 


























1. 指定都市 2. 指定都市以外の市 3. 区 4.町 5. 村 
a. 5千人未満 b. 5千人以上 1 万人未満 c. 1万人以上 2万人未満 
d. 2 万人以上 5 万人未満 e. 5 万人以上 10 万人未満 f. 10 万人以上 15 万人未満 
g. 15 万人以上 20 万人未満  h. 20 万人以上 25 万人未満 i. 25 万人以上 30 万人未満 
j. 30 万人以上 35 万人未満 k. 35 万人以上 40 万人未満 l. 40 万人以上（約   万人） 
 
（２）貴自治体の行政区域の中に都市計画区域等はありますか．該当する記号を○印で囲んで下さい 
a. 都市計画区域 1.ない 2．ある 
b. 市街化区域はありますか．ある場合，市街化区域面積は都市計画区域の何割ですか 
イ) ない ロ) 1～2割 ハ) 2～3割 ニ) 3～4割 ホ) 4割以上 
 
（３）一般行政職の職員数および技術系職員数をお教えください 
a. 一般行政職数      人  b. 土木・建築系の技術系職員数※1       人 
 
（４）平成 22 年度から平成 24 年度において，常勤の一般行政職員の新規採用者数をお教えください． なお，
技術系職員としての採用枠がない場合は項目ｂ．に○をお付けください． 
 H22年度 H23年度 H24年度 
a. 一般行政職員全体    
b. 全て一般行政職で採用（技術系職員として採用枠なし）    





a.発注件数        件   b.発注総額       千万円 
 
（２）上記（１）の内，一般競争入札※2による実施状況をお教えください（但し，総合評価は含まない）． 
a.発注件数        件   b.発注総額       千万円 
c.不調によるもの       件 d.不落によるもの        件 
e.くじによる落札者決定によるもの       件 
 
（３）上記（１）の内，総合評価方式による実施状況をお教えください． 
a.発注件数     件  b.発注総額     千万円  c.逆転落札※3件数    件 
d.上記a.の内，特別簡易型※4を使用したもの      件 発注総額      千万円 
e.上記a.の内，指名競争入札を使用したもの      件 発注総額      千万円 












1)本格実施年度（     年度） 
2)試行開始年度（     年度）   試行時の発注件数（     件） 
 
（３）どのような工事に総合評価方式を採用しているか，総合評価の適応基準をお教えください．  
a. 一定の価格以上の工事全て   下記１，２のどちらかに○をお付けください 
b. 一定の価格以上の工事の内，一部を対象    1.予定価格  
c. 一般競争入札※2全て      2.設計金額 
d. 一般競争入札※2の内，一部を対象     （         万円以上） 
e. 価格の基準を用いることなく，総合評価にふさわしい工事 




a. 工種（1.土木一式 2.建築一式 3.橋梁等の鋼構造物 4.その他（                ） 
b. 今までに経験や実績の少ない特殊な工事 
c. 国庫補助対象工事 
d. その他（                                                    ） 
 
（５）試行期間においてどのような効果がありましたか．あてはまる項目すべてに○をつけてください． 
a. 総合評価対象工事の工事成績が上がった m. 下請けへのしわ寄せ防止 










f. 入札参加者が入札前に現場をよく見るようになった r. 苦情件数の減少した 
g. 災害協定等，色々な面で協力が得られた s. 評価の客観性・統一性を確保ができた 
h. 安全面や住民に配慮した施工管理がなされた t. 工事業者の能力を適切に評価ができた 
i. 企業の育成，技術力の向上につながった u. 技術提案及び創意工夫の活用ができた 
j. くじによる落札者決定の回避に効果的であった v. その他（                    ） 






a. 国からの要請 l. 一般競争入札導入※2により価格競争が激化した 
b. 都道府県からの要請 m. 予定価格を著しく下回る低価格入札が増加した 
c. 首長による強いリーダーシップ n. 不調・不落が増大した 
d. 議会（議員）の要望 o. 工事品質等の低下が懸念された 
e. 契約担当部署の要望 p. 地元建設業者の倒産が懸念された 
f. 工事担当部署の要望 q. 下請けへのしわ寄せが懸念された 
g. 住民やその活動グループの要望 r. 技術力の無い業者の政治的なつながりによる受注を懸念 
h. 地元選出の都道府県議員の要望 s. 過去に首長や職員の公共調達に関する不祥事等 
i. 地元選出の国会議員の要望 t. 他自治体の導入実施状況を見て 
j. 職員組合の要望 u. 総合評価に関して十分な周知期間がとれた 
k. 地元建設業者・協会からの要望 v. 一定件数であれば実施可能と判断できた 





  a.貴庁のみで設置   b.管内市町村と共同で設置（市町村数：    ） 
 c.設置していない．都道府県の委員会を利用 → 問５へ 
 
（２）総合評価審査委員会等の構成はどのようになっていますか． 
a.学識経験者※7のみで構成（    人） 
b.学識委員(学識経験者※7）（    人）と行政委員（市区町村所属委員数   人）で構成
 c.その他（     ） 
 
（３）公共工事品質確保技術者資格を有する学識経験者※7はいますか． 







 b.会議等の場を設置しているが，運用上，個別に審議する方式（持ち回り会議）を採用．  
 c.会議等の場を設置しないで，個別に審議する方式 
実施回数     /年， 審査件数     /１回あたり 
２）個別工事において，実施の適否や落札者決定基準を定めようとする場合 
 a.会議等の場を設置し，審議する会議方式 
 b.会議等の場を設置しているが，運用上，個別に審議する方式（持ち回り会議）を採用．  
 c.会議等の場を設置しないで，個別に審議する方式 





































e. その他（        ） 
 
（５）現在，部内調整会議や評価項目設定から契約までに，費やす時間をお教えください． 
a. 指名競争入札の場合        ヶ月程度 
b. 技術提案や施工計画等を求めない総合評価の場合     ヶ月程度 








① 職務経験年数  約     年 ③ 過去 5年間の職員採用人数     人 
② 年齢制限      ～    歳まで④ 上記③の内，土木・建築系技術系採用数     人 
 
（２）社会人経験者を中途採用することについてどのようにお考えですか． 
a. 即戦力として有効であり，推進の必要あり d. 課題もあり，見直しが必要である 
b. 特に，土木・建築等の技術系職員が必要 e. 推進する必要はない 
c. 特に，一般事務職系の職員が必要 f. その他（                 ） 
 
（３）土木・建築等の技術系職員として中途採用した場合，特に補強したい思われる業務を２つ選んでください． 
a. 計画業務 d. 工事監督業務 
b. 設計・積算業務 e. 検査業務 















a. 国土交通大学校 g. 都道府県にある市町村職員研修センタ  ー
b. 自治大学校 h. 都道府県にある建設技術センタ  ー
c. 各地方整備局研修所 i. 全国建設研修センタ  ー
d. 都道府県研修所 j. 県や市町村合同研修会 
e. 市町村職員中央研修所（市町村アカデミー） k. その他 
f. 全国市町村国際文化研修所  




問８ 平成11年（1999年）以降のいわゆる平成の大合併についてお伺いします．  
（１）合併年度および合併自治体数をお教えください．（複数回の合併を行った場合，合併年度は，最終合併年
度をお答えください） 
a. 合併を行っていない →問９へ 




a. 本格実施 自治体数（   市   町   村） 
b. 試行中 自治体数（   市   町   村） 




































a. 工事の発注規模 5大きくなった 4 3 2 1小さくなった 
b. 指名業者数 5増やした 4 3 2 1減らした 
c. 一般競争入札参加者 5増えた 4 3 2 1減った 
d. 土木部門の職員数（他部門と比較して） 5増えた 4 3 2 1減った 
e. 工事に関する一人当たりの仕事量 5増えた 4 3 2 1減った 
f. 発注に関する一人当たりの仕事量 5増えた 4 3 2 1減った 
g. 総合評価の実施に関しての事務負担 5増えた 4 3 2 1減った 
h. 広域的な視点から，道路や市街地の整備


















a. 計画 b. 設計・積算 c. 入札，契約 d. 施工監理 
e. 検査 f. 維持管理 g.  その他（                               ） 
 
（３）「機関等の共同設置」に関して問題となると思われる項目に○をお付けください 
a. 緊急時の災害対策に関して対応が困難 g. 発注権限が希薄になる 
b. 単独で行うよりも事務処理に時間がかかる h. 自職員の育成が滞る可能性がある 
c. 財政負担の軽減を図ることができるか不明 i. 地元業者の育成が図れなくなる 
d. 会計処理上の手続き区分が不明確になる j. 情報漏えいが懸念される 
e. 住民に対しての説明責任が希薄になる k. その他（                             ） 
f. 共通化を図るため独自色を出せない  
 
（４）「機関等の共同設置」は総合評価の導入・拡大に関して有効な手法の一つになると思われますか 





a.市区町村内     者 b.都道府県内     者 c. 都道府県外     者 
 
（２）発注基準額は，予定価格，設計金額のどちらを採用していますか．あてはまる項目に○をお付けください． 




地域区分 価格競争の場合 総合評価適応の場合 
a. 自市区町村内に本社（本店）   
b. 自市区町村内に本社（本店），支店（営業所）   
c. 近隣市区町村（地域ブロック）に本社   
d. 近隣市区町村（地域ブロック）に本社・支店   
e. 都道府県内に本社・支店   
 
（４）発注基準額，競争入札参加資格格付けをお教えください．なお，回答は土木一式としてお答えください．  
等級 発注基準額（万円） 入札参加資格格付け 
A   
B   
C   
D   









都道府県内 都道府県外 本社・本店 支店・営業所 
A     
B     
C     
D     
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